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・グループ全体で、初めての売上高２兆円超え。

・連結の売上高、営業利益、経常利益、当期純利益とも、過去最高。

・国際貨物を中心に堅調な荷動きを背景に、お客様の動向を的確に捉え、
すべてのセグメントで増収。
・利用運送費や外注費の増加、燃油費の上昇に加え、
自然災害の影響もあったが、売上高の増加により増益。
・特別利益は、前年に大きな政策保有株式の売却による
投資有価証券売却益および退職給付信託設定益があり、約200億円減少。
・特別損失は、前年に大きな減損損失があったことから、約500億円減少。

・今期の決算内容を振り返ると、第１四半期は、大変良いスタート。
第２四半期には、各種自然災害の発生による影響を大きく受けたが、
結果として、当初の上期予想に対して、営業利益は、１０億円のプラス。
第３四半期に入ってからは、自然災害による鉄道輸送寸断の解消もあり、
当初は活発な荷動きにより、売上高、営業利益を拡大させたが、
第３四半期後半になると日本国内において荷動きの減速の兆し。
第４四半期に入り、日本セグメントでは、日本発の航空輸出貨物において、
前同割れ。それ以外の扱いは、総じて、前同を上回る。
また、他のセグメントについては、堅調に推移。

・２０１９年３月期は、波のある一年だったが、しっかりと時流を捉えて
対応することができたと認識。
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◇適正料金収受の取組み
・年度累計で、１２７億円の収入増加効果があったが、
外注費の単価上昇の影響が、１０７億円となり、
増益効果は、２０億円と試算。
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◇４Ｑ単四半期の概況（増収、増益）
・トラック輸送において、鉄鋼や自動車関連部品の荷動きが堅調に推移。

・海運は、自動車関連の輸出やコンテナターミナル業務が伸長。

・航空は、輸出混載貨物重量が、対前年で△２２．３％、
マーケットの下落率△１４．８％を上回ったが、
マーケットの伸長が落ち着く中で、スポット貨物の減少により、
前年の当社取扱いが、過去最高水準だった反動から、
率としては大きく落とすこととなった。
しかしながら、欧州地域や米州地域向けの自動車関連部品、
アジア向けの電子部品、半導体関連の輸出は、引き続き底堅く推移。
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◇４Ｑ単四半期の概況（増収、増益）

・為替の影響を除いた現地通貨ベースでも、増収、増益。

・自動車関連を中心に、航空・海運輸入、倉庫配送業務、
自動車運送が堅調に推移。
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◇４Ｑ単四半期の概況（増収、減益）

・為替の影響を除いた現地通貨ベースでも、増収、減益。
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◇４Ｑ単四半期の概況（増収、増益）

・為替の影響を除いた現地通貨ベースでも、増収、増益。

・航空・海運輸出が堅調に推移。

・航空利用費の高止まりは継続したが、お客様への転嫁を進めるとともに、
効率化による費用の抑制が進み、利益面で大きく改善。
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◇４Ｑ単四半期の概況（増収、増益）

・為替の影響を除いた現地通貨ベースでも、増収、増益。
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◇４Ｑ単四半期の概況（増収、増益）

・日本国内で旺盛な風力発電、重電関連工事が伸長。
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◇日通グループ経営計画２０１８の総括

・過去の３計画で実施してきた事業構造改革に一定の成果を収めた後、
攻めの成長戦略に転じ、更なる海外での事業成長のための布石とすべく、
重点戦略を実施。

・売上高は目標に若干届かなかったものの、営業利益、当期純利益、
ＲＯＡ などの経営目標数値は達成。











・売上高は、前期と比較してほぼ据え置き、営業利益減益見込み。
しかし、当期純利益は、資産売却などをすすめ、４５０億円を確保する見通し。

・営業利益が減益となる主な要因は、先日の経営計画発表会でも説明した
社員制度改革を含めた様々なコスト増や、前年に比べ、世界景気の悪化が
想定される点、航空事業の日本発航空輸出重量の減少が明確になっており、
その影響を織り込む。

・将来のありたい姿に向かって、会社のあり方を大きく変革するための
様々な施策に、大きなコストがかかる。
具体的には、医薬品産業への対応に必要な投資、
取組みを支えるＩＴ等への投資などに。

・社員制度改革は、当初は大きなコスト負担となるが、社員の幸せにつながり、
価値創造に向けての前向きな取組みに結びつくものとして、実施。

・それらは全て、将来のありたい姿を実現するために必要不可欠なことであり、
前回ご説明したとおり「ジャンプの前にいったん屈む」という考え方。
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◇社員制度改革に伴う影響
・新規採用などを含めてより精緻な試算をした結果、約８０億円の影響額見込み。
ただし、この中には社員制度改革として計画してきた施策の内、
現場力の強化を目指す「チーム制の見直し」などを含まない。

◇賞与支給対象期間の変更に伴う影響
・社員制度に「役割等級制度」を導入したことから、これまで異なる制度であった
組合員と非組合員の賃金制度を、連続性のある賃金制度に改定。
・これにより、これまで組合員・非組合員で異なっていた賞与・一時金の
支給対象期間を統一する事となり、賞与引当金の計上方法を変更。
・次年度以降引当方法が統一されるため、単年度での影響。
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◇適正料金収受の取組み
・累計で、１４５億円の増収効果、２０億円の増益効果を見込む。
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◇日本セグメント
・増収、減益予想。
・社員制度改革による費用増、賞与の支給対象期間の変更により、
合計約100億円の増支出見込み。
・足元で、航空・輸出フォワーディングの荷動きが鈍化しているが、
拡販に向けて、顧客（産業）軸、事業軸、エリア軸の３軸アプローチを
強力に推進し、営業強化を図っていく。
・外注費などの費用上昇が今後も予想されており、
引き続き、お客様への料金転嫁と並行して、作業の効率化を進める。

◇米州セグメント
・増収、増益予想。
・為替の影響を除いた現地通貨ベースでも、増収、増益。
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◇欧州セグメント
・増収、増益予想。
・為替の影響を除いた現地通貨ベースでも、増収、増益。

◇東アジアセグメント
・増収、増益予想。
・為替の影響を除いた現地通貨ベースでも、増収、増益。
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◇南アジア・オセアニアセグメント
・増収、増益予想。
・為替の影響を除いた現地通貨ベースでも、増収、増益。

◇警備輸送セグメント
・増収・減益予想。
・社員制度改革等、人件費に関連するコストの大幅上昇に伴い、赤字見込み。
・警備輸送事業は苦戦が続いているが、専門性が高く、当社として
重要な事業であり、業界でも主要な地位を占める。
・事業環境は厳しく、短時間での回復は容易ではないと認識しているが、
業務の効率化など、改善に向けた手を着実に打っていく。
・引き続き、金融機関をターゲットとしたキャッシュ・ロジスティクスの提案に
よるアウトソーシングの獲得に努める。
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◇重量品建設セグメント
・増収・減益予想

◇物流サポートセグメント
・減収、減益予想。
・日通商事の中国向け輸出梱包等の取扱い減少による
ロジスティクス・サポート事業が苦戦する予想に加え、
石油販売単価の下落等による減収見込み。
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・２０１９年３月期は、
中間配当は、１株あたり７０円、
期末配当は、１株あたり１５円増配し、８５円。

・２０２０年３月期は、
中間配当を７５円、期末配当を８０円として、
２０１９年３月期と同等。

・資本政策で、５年累計で、総還元性向５０％以上としており、
それを実現するための自己株式の取得については、
経営環境の状況により、機動的に実施する。

・新経営計画で設定したＲＯＥについては、
今期は、８％として目標数値を設定。



・新経営計画において掲げた、様々な取組みを具体化するためには、
ビジネスの拡大を従来にないスピードで推し進めなければならない。

・事業の成長戦略として、顧客（産業）軸・事業軸・エリア軸の３軸アプローチによる「コ
ア事業の成長戦略」、成長戦略の基盤となる高い収益性の
実現による「日本事業の強靭化戦略」を迅速に推進する体制も必要。

・そこで、全社の組織を４部門、７本部に編成。

・「ビジネスソリューション部門」、「日本事業部門」、
「コーポレートソリューション部門」の３部門は、
それぞれ副社長が部門長として担当し、スピード感を持って、
自部門の経営を推し進める体制に。
「経営戦略部門」は、社長である私が直接担当。

・各部門が緊密に連携して
経営計画の成長戦略を、迅速かつ確実に実行していく。
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・今回導入した新たな社員制度を土台に、従業員一人ひとりが持つ力を
最大限に発揮できるワークスタイルへと変革することが重要。
過去の慣習や考え方に固執することなく、主体的・積極的に職務に
取り組み、新たなことにチャレンジすることで、誰もがやりがいを感じ、
仕事を通じて幸せを感じることができる会社にするため、
様々な取組みを進める。

・こうした取組みと併せて、ダイバーシティの取組み等、
多様で柔軟な働き方を実現し、過去の働き方から脱却することで、
仕事の生産性を向上させる。

・このような「働き方改革への対応」とともに、
社員のワークスタイルの変革を推し進め、
「社員が幸せを感じる企業」へ歩みを進める。
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・「支店の大ぐくり化」について、現在、日本事業本部管内に約２００支店が配置。
これらのうち一定規模以下の支店について、統廃合を実施するべく、着手中。
おおまかな目安として、約半数の支店を再配置するよう検討しているが、
具体的な数値については、ご案内できない。実施目途は、本年10月見込み。

・これにより、いわゆる管理コストを圧縮するとともに、人材の効果的な再配置をおこな
い、営業推進およびＣＳＲ推進の強化に努める。
これを契機に、陸海空の人材面の融合を強化し、さらなるワンストップ営業のための基
盤強化に努める。

・これと並行して、オフィス業務およびオペレーションの省力化、自動化を
引き続き促進し、生産性の向上を図る。

・料金改定については、継続的取り組みを行い、収益性の向上に努める。

・ネットワーク事業のそれぞれのあり方の再構築を図るとともに、連携を強化したサー
ビスの提供により、拡販に努める。



・社員制度改革の一貫として、人事制度および人事評価制度を刷新。

・人事制度については、これまでの「職能資格制度」から、
「役割」・「職務」などに基づく、仕事への貢献度合いを軸とした
「役割等級制度」に転換。

・人事評価制度では、「役割等級制度」の考え方を踏まえた制度設計とし、
新たに「役割評価」「価値行動評価」「成果評価」の３つの指標による評価方法。

・入社の形態や勤続年数によらず、求められる「役割」の大きさに応じて
等級の格付けを行うため、等級ごとに定められた「役割」を期待どおり、
あるいは期待を上回るパフォーマンスを発揮することが常に求められる。

・この求められる「役割」を担い、果たしていくためには、常に自己を成長させて
いくことが必要。

・この新しい制度を土台にして、社員一人ひとりが持てる力を最大限に発揮し、ワーク
スタイルを変革していくことが重要であり、過去の慣習や考え方に捉われることなく、
主体的・積極的に仕事に取り組み、新たなことにチャレンジすることで、誰もがやりが
いを感じ、仕事を通じて幸せを感じることができる会社になるべく、様々な仕組みづくり
をこれからも進める。
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